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児童・思春期精神疾患の診療実態把握と連携推進のための研究 
令和 2〜4 年度 総合研究報告書 

  
研究代表者 五十嵐 隆（国立成育医療研究センタ―） 

研究分担者：奥野 正景（三国丘病院 三国丘こころのクリニック） 
      西牧 謙吾（国立障害者リハビリテーション病院） 
      小倉 加恵子（国立成育医療研究センターこころの診療部） 
      小枝 達也（国立成育医療研究センタ―こころの診療部） 
 
研究要旨 
１．児童思春期精神疾患の診療実態に関する調査 

全国の 100 医療機関に依頼して 1003 症例のカルテを調査した。ICD-10 の F8 心理的

発達の障害がもっとも多く、次いで F4 神経症性、ストレス関連障害および身体表現性障

害や、F9 小児期および青年期に通常発症する行動および情緒の障害が多かった。これら

3 つの疾患群で患者総数の 83％に達していた。平均治療継続期間は 1.4 年であり、対象

者の 47%が 2 年以上治療継続し、27%の対象者が 5 年以上治療継続していた。 
全国の医療施設を対象としたアンケート調査を実施し、精神疾患の診療を行っている

という回答のあった 753 の調査票を解析した。診療の対象とする疾患群では、R468 不登

校が 92％ともっとも多く、F7 知的障害、F8 心理的発達の障害、F9 小児期および青年期

に通常発症する行動およびは情緒の障害も 90％近くの施設で診療されており、カルテ調

査結果と合致していた。 
２．子どもの心の診療研修に関する調査 

子どもの心の診療に関する研修の内容を調査することを目的として、精神科系、小児科

系、心理系の学会や団体から、学術集会、研修会、セミナー等で配布した子どもの心の診

療に関連する抄録を収集した。すべての抄録を文字データ化したうえで、KH Coder を用

いてテキストマイニングを行い、キーワードの出現頻度を求めるとともに、診療実態と比

較して、不足している研修内容を抽出した。その結果、出現頻度の高いキーワードとして

発達障害、学校、ASD の 3 つが抽出できた。キーワードをカテゴリ化して診療実態と比

較したところ、ICD-10 の F4（身体表現性障害等）が診療実態よりも研修の割合が著しく

少ないこと、関係機関との連携では福祉との連携が、診療実態よりも研修の割合が少ない

ことが把握された。これらの結果を調査に協力した学会や団体と検討会を開催して還元

し、今後の研修計画に役立てていただくこととした。 
３．専門医に対するインタビュー調査 

 カルテ調査やアンケート調査、研修に関する調査では見えて来ない子どもの心の診療に

関する課題を抽出する目的で、専門医を対象としたインタビューを実施した。精神科系と

小児科系の学会からの推薦により計 12名の専門医に対して、インタビューガイドに沿っ
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て 30-60分間のオンラインによるインタビューを実施した。 

その結果、精神科専門医からは、引きこもりの不登校、身体管理が必要な摂食障害、自

殺企図や家庭内暴力などへの対応に苦慮していること、関係機関としては教育機関との

連携に苦慮していることが語られた。小児科専門医からは、一次から二次までの医療提供

の役割があることや、心理社会的課題に対する本人・家族を中心としたアプローチとして

関連する専門機関・施設と連携体制を構築しながら診療を実践していることが語られた。

課題として診療医の精神疾患に対する診療技術の向上、精神科領域との役割分担と連携、

患者と家族の関係性への指導、診療報酬上の評価が不十分であることが課題としてあげ

られた。 

 こうした医療現場で挙げられた諸課題について情報を共有し、医療者の研修の充実や

医療体制の構築に向けた検討の場が必要であると考えられた。 

 

研究協力者 

岡田 俊 （国立精神神経医療研究センター精神保健研究所知的・発達障害研究部） 

飯田 順三 （医療法人南風会万葉クリニック子どものこころセンター絆） 

竹原 健二 （国立成育医療研究センター 政策科学研究部） 

加藤 承彦 （国立成育医療研究センター 社会医学研究部） 

青木 藍 （国立成育医療研究センター 政策科学研究部） 

新村 美知 （国立成育医療研究センター 政策科学研究部） 

小河 邦雄 （国立成育医療研究センター 政策科学研究部） 

黒神 経彦 （国立成育医療研究センター こころの診療部） 

半谷 まゆみ（国立成育医療研究センター社会医学研究部） 

森崎 菜穂（国立成育医療研究センター社会医学研究部） 

 

A．研究目的 
児童思春期精神疾患の診療実態を明らか

にするとともに、子どもの心の診療に関す

る研修の内容を明らかにして、両者を比較

することで、今後の研修の参考となる情報

を抽出することを目的とする。また、量的調

査では見えて来ない診療上の課題を抽出す

ることを目的とする。 
 
B. 研究方法 
１．児童思春期精神疾患の診療実態に関す

る調査 
 児童思春期精神疾患や発達障害などの診

療を行っている診療科に対して、2015 年 4
月 1 日から 30 日までの 1 か月間に初診し

た 20 歳未満の患者のカルテ調査を依頼し、

後ろ向きコホート調査として、半年ごとの

受診状況などを 5 年間にわたって調べた。 
アンケート調査は子どもの心の診療ネッ

トワーク事業参加自治体（21 自治体）の拠

点施設（29 施設）と日本小児総合医療施設

協議会（JACHRI）加盟施設（36 施設）、全
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国児童青年精神科医療施設協議会会員施設

（35 施設）とし、各医療機関に協力を依頼

した。 
（倫理面への配慮） 

本調査は、国立成育医療研究センター倫

理委員会の承認を得て実施した（受付番号

2020－252）。協力医療機関については、各

自の倫理委員会に申請して承認を得た上で

実施した。各医療機関にて倫理申請できな

かった医療機関については、国立成育医療

研究センター倫理委員会に一括申請して承

認を得た（受付番号 2020－335）。 
 

２．子どもの心の診療研修に関する調査 

全国組織の精神科系、小児科系、心理系の

学会や団体（日本精神神経学会、日本児童青

年精神医学会、日本思春期青年期精神医学

会、日本精神科病院協会、全国児童青年精神

科医療施設協議会、日本児童青年精神科・診

療所連絡協議会、日本小児精神神経学会、日

本小児科学会、日本小児神経学会、日本小児

心身医学会、日本小児科医会、日本公認心理

士協会、日本臨床心理師会）から、学術集会、

研修会、セミナー等で配布した子どもの心

の診療に関連する抄録を収集し、文字デー

タ化をしたうえで、KH Coder を用いてテ

キストマイニングを行い、キーワードの出

現頻度を求めるとともに、診療実態と比較

して、不足している研修内容を抽出した。 
（倫理面への配慮） 
  本研究は学会等での抄録集にかかれてい

る文章を調査の対象とした研究であり、倫

理委員会への申請は不要である。収集され

る情報には個人情報は含まれておらず、特

定の企業団体との利益相反もない。 

３．専門医に対するインタビュー調査 
子どものこころの診療にかかわる精神科

および小児科の専門医である。日本児童青

年精神医学会、日本小児科学会、日本小児神

経学会、日本小児精神神経学会、日本小児心

身医学会、日本小児科医会に依頼して、日常

的に子どもの心の諸問題の診療に携わって

いる医師を推薦してもらった。推薦された

12 名の医師に対し、分担研究者が Zoom を

用いて、下記のインタビューガイドに基づ

いて 30 分から 60 分のインタビューを行っ

た。 
（倫理面への配慮） 
本調査は、国立成育医療研究センター倫理

委員会の承認を得て実施した（受付番号

2022-100） 
 
C．研究結果 
１．児童思春期精神疾患の診療実態に関す

る調査 
 カルテ調査では協力依頼をした 100 医療

機関のうち 44（44.0％）の医療機関の協力

が得られ、1003 症例の診療情報を収集した。

初診時の平均年齢は 11 歳（±4.4 歳）で、10
－14 歳がもっとも多い年齢層であった。男

女比は 6：4 であった。 
診断名では、F8 心理的発達の障害がもっと

も多く、次いで F4 神経症性、ストレス関連

障害および身体表現性障害や、F9 小児期お

よび青年期に通常発症する行動および情緒

の障害が多かった。これら 3 つの疾患群で

患者総数の 83％に達していた。 
平均治療継続期間は 1.4 年であり、対象者

の 47%が 2 年以上治療継続し、27%の対象

者が 5 年以上治療継続していた。 
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 全期間を通じて 44%の対象者が少なくと

も 1 回の他機関連携を実施していた。教育

機関が 46％と最も高く、ついで福祉機関が

44%、他の医療機関が 22%であった。 
 アンケート調査では、診療の対象とする

疾患群では、R468 不登校が 92％ともっと

も多く、F7 知的障害、F8 心理的発達の障

害、F9 小児期および青年期に通常発症する

行動およびは情緒の障害（ICD-10 のコード、

以下同様）も 90％近くの施設で診療されて

いた。診療所、総合病院、子ども病院では F2
統合失調症，統合失調症型障害及び妄想性

障害、F3 気分障害を診療している施設・診

療科が 70％未満と少ない傾向があり、診療

所、総合病院では F5 摂食障害、T74（虐待

関連）を診療している施設・診療科が 70％
未満と少ない傾向があった。 

標榜診療科別では、精神科系を標榜して

いる施設・診療科では小児科系と比較し、い

ずれの疾患群も診療している割合が高かっ

た。全疾患群で未就学児は小児科系標榜科

でより高頻度に診療されており、高校生以

上 20 歳未満で精神科系標榜科でより高頻

度に診療されるという傾向が見られた。2年

以上診療を継続するケースが多かったのは、

F2、 F7、F8、F9 であった。 
 
２．子どもの心の診療研修に関する調査 

 13 の学会や団体より子どもの心の診療

に関する研修の 201 演題の抄録を収集する

ことができた。抄録を文字化したデータ数

は 1,992,331 であった。このデータからテ

キストマイニングにより、子どものこころ

の診療に関連するキーワードを選定し、そ

の出現頻度を求めた。 

その結果、出現頻度の高い上位 5 つは、

発達障害が 1421、学校が 1201、ASD が

1145、連携が 545、福祉 483 であり、上位

3 つが突出して高かった。これらのキーワ

ードをカテゴリ化して診療実態と比較した

ところ、ICD-10 の F4（身体表現性障害等）

が診療実態では 22.9％であるのに対して、

研修の割合では 7.9％と少なかった。また関

係機関との連携では診療実態では、福祉と

の連携が 45.8％であるのに対して研修の割

合では 24.5％と少ないという結果であった。 
 
３．専門医に対するインタビュー調査 
精神科専門医からは、引きこもりの不登

校、身体管理が必要な摂食障害、自殺企図や

家庭内暴力などへの対応に苦慮しているこ

と、関係機関としては教育機関との連携に

苦慮していることが語られた。  
小児科専門医からは、一次から二次まで

の医療提供の役割があることや、心理社会

的課題に対する本人・家族を中心としたア

プローチとして関連する専門機関・施設と

連携体制を構築しながら診療を実践してい

ることが語られた。課題として診療医の精

神疾患に対する診療技術の向上、精神科領

域との役割分担と連携、患者と家族の関係

性への指導、診療報酬上の評価が不十分で

あることが課題としてあげられた。 

 
D. 考察 
１．児童思春期精神疾患の診療実態に関す

る調査 
 疾患群としては F8 がもっとも多く、続く

F4、F9 を合わせると患者総数の 83％に達

していることが明らかとなった。 
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さらに診療の継続期間も対象者の 47%が

2 年以上継続し、5 年を経過しても 27%の

対象者が治療療継続となっていた。中でも

初診患者数が多い F8、F9 の 2 年以上や 5 
年以上の診療継続率が高いことが、初診ま 
での待機期間が長いということにつながっ

ていると考えられた。 
また、関連機関との連携においても調査

機関を通じて、連携を必要としていた割合

は 44％であり、医療機関単独で治療が行わ

れているのではなく、教育機関、福祉機関、

保健機関など単独あるいは複数の関係機関

と連携を取りながら診療を継続しているこ

とが明らかとなった。 
 アンケート調査では、診療の対象として

は不登校がもっとも多く、また F7、F8、F9
が 90％前後の施設で診療対象となってお

り、その割合は診療所と高次施設での違い

や精神科と小児科という診療科の違いによ

って差がないことが示された。 
カルテ調査でも F7、F8、F9 の初診患者

数が多いという結果であり、医療施設が患

者数に応じた診療体制を取っていることが

うかがわれる。また、診療継続期間について

も、アンケート調査とカルテ調査と一致し

て 2 年以上継続している割合が多いという

結果であり、他の関連機関との連携につい

ても同様の結果であった。こうしたことか

ら、患者数や診療の継続性や連携の必要性

に応じて、医療機関が必要に応じて診療を

継続したり、関連機関と連携を取っている

ことがうかがわれた。 
 

２．子どもの心の診療研修に関する調査 

 本研究の初年度と 2 年度に実施したカル

テ調査により、子どもの心の診療実態とし

て、ICD-10 の F コードでは下記の表にな

る。 
 

F 頻度(人) 割合% 
F2 18 1.9 
F3 29 3.0 
F4 218 22.9 
F7 72 7.6 
F8 421 44.2 
F9 194 20.4 

 
研修の頻度と比較すると F4 に対する研修

の割合が少ないものと思われる。 
 これまでの調査により、子どもの心の診

療実態の連携先としては、次の表になる。 
 

連携先 割合% 
教育 46.3 
福祉 43.5 
保健 5.1 
司法 1.3 

他の医療 22.2 
 
これと研修の頻度と比較すると、福祉との

連携に関する研修が少ないことが示唆され

る。 
 
３．専門医に対するインタビュー調査 
精神科専門医、小児科専門医それぞれが

抱える臨床上の課題を抽出することができ

た。こうした課題を今後の研修に取り入れ

て、診療技術の向上を目指すことが求めら

れる。 

このインタビュー調査の時期がコロナ禍の
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時期であった。コロナ禍においては摂食障

害の受診がコロナ禍前に比し、約 1.6 倍に

増加していることが報告されている。入 

院が必要となった患者の受け皿が足りてい

なかった一つの原因となりえる。また家族

の関係性で苦慮していることが語られたが、

これもコロナ禍の影響を考慮する必要があ

ると思われる。 

 
E．結論 
１．児童思春期精神疾患の診療実態に関す

る調査 
カルテ調査とアンケート調査により、児

童期・思春期の精神疾患の概要を明らかに

することができた。とくに診療機関が 2 年

を超ええ長きにわたっていること、他の関

係機関と連携しながら医療を継続している

ことが明らかとなった。 
 
２．子どもの心の診療研修に関する調査 

診療実態と研修内容との比較から、疾患

としては F4 の研修が少なく、連携としては

福祉との連携に関する研修が少ないことが

示唆された。 
 今回調査に協力いただいた学会や団体に

この結果を還元することで、診療実態に合

わせた研修になる事が期待される。 
 
３．専門医に対するインタビュー調査 
専門医に対するインタビューにより、工夫

をして熱心に取り組んでいる疾患や状態、

関係機関との連携、その現状と課題があき

らかとなった。 
 こうした医療現場で挙げられた諸課題に

ついて情報を共有し、医療者の研修の充実

や医療体制の構築に向けた検討の場が必要

であると考えられた 
 
F．健康危険情報 
 とくになし 
 
G．研究発表 
1.論文発表  
1）Frontier Psychiatry, 12, Trajectories 

of healthcare utilization among 

children and adolescents with autism 

spectrum disorder and/or attention-

deficit/hyperactivity disorder in Japan. 

2022, Jan, Aoi A, et al. 

2）Makoto Wada*, Katsuya Hayashi, Kai 

Seino, Naomi Ishii, Taemi Nawa and Kengo 

Nishimaki,Qualitative and quantitative 

analysis of self-reported sensory 

issues in individuals with 

neurodevelopmental disorders, 

Frontiers in 

Psychiatry.10.3389/fpsyt.2023.1077542. 

 
 

2.学会発表 

1）小倉加恵子、小枝達也、秋山千枝子．子

どものこころの診療を行う小児科医療機関

における連携状況の類型化からみえた課題．

第68回日本小児保健協会学術集会．2021年6

月18日．沖縄（発表予定） 

2）第 79回日本公衆衛生学会総会 O-5-2 コ

ロナ×こども全国初回調査における保護者

が求める情報及び必要に関する研究 

3）第 124回日本小児科学会学術集会 1-O-

126 COVID-19 流行下におけるこどもと保護
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者を対象とした生活と健康に関するオンラ

イン調査（コロナ×こどもアンケート） 

4） 奥野正景：日本発達障害学会 第 56回

研究大会 学会企画シンポジウム 地域の

発達障害支援における多職種連携シリーズ

第 4 弾「多職種連携支援の観点から今後の

成育医療の役割を問う－医療機関側から見

た課題－」 2021.10.30 WEB 

5）桑村久実, 奥野正景, 岩橋多加寿：日本

小児心身医学会 思春期の児童精神科診療

所受診者の背景 不登校群と登校群の比較

から 2021.9.25  WEB開催 

6） 岩橋多加寿、奥野正景、桒村 久実、岡

田 恵里、村嶋隼人：第 62 回日本児童青年

精神医学会総会 児童精神科外来における 

TF-CBT （トラウマフォーカスト認知行動療

法）2021.11.13  WEB開催 

7）小倉加恵子、小枝達也、秋山千枝子．

子どもの心の診療を行う小児科医療機関に

おける連携状況の類型化からみえた課題．

第 68回日本小児保健協会学術集会．

2021.6.18～20．Web 開催． 

8）小枝達也．日本における神経発達症の

医療（教育講演）．自閉スペクトラム症国

際シンポジウム 2022.2.27 Web 開催． 

9）小枝達也，五十嵐 隆，奥野正景，西

牧謙吾，小倉加恵子，竹原健二，加藤継

彦，青木さやか，黒神経彦，岡田 俊，飯

田順三．子どもの心の診療実態と研修実態

に関する検討．第 126 回日本小児科学会 

分野別シンポジウム 5．2023 年 4月 14日 

10）小倉加恵子、小枝達也、奥野正影他、

子どものこころの診療実態に関する調査～

全国施設アンケート調査～．第 69回日本

小児保健協会学術集会．2022.6.24~26．三

重県総合文化センター 

11）奥野正景 令和 4 年度広島県発達障害

児（者）診療医養成研修会 移行期医療（ト

ラ ン ジ ッ シ ョ ン ） を め ぐ る 課 題 

2022.10.30  

12）奥野正景 令和 4 年度広島県発達障害

児（者）診療医養成研修会 発達障害におけ

るかかりつけ医の果たす役割 2022.10.30  

13）奥野 正景、新井 卓、大嶋 正浩、栗田 

篤志、小平 雅基、田中 哲、中島 洋子、成

重 竜一郎、西牧 謙吾、松田 文雄、山崎 透、

村嶋 隼人、医療経済に関する委員会による

子どもの心の診療実態アンケート調査の報

告、第63回日本児童青年精神医学会総会 

 

H．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

 なし 

2. 実用新案登録 

 なし 

3.その他 

2021年 11月に厚生労働省中央社会保険

医療協議会第 494回総会に、2022年度

診療報酬改定の資料として中間結果を提

供した。 
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厚生労働科学研究補助金（障害者政策総合研究事業） 

 

児童・思春期精神疾患の診療実態把握と連携推進のための研究 

令和 2～4 年度 総合分担研究報告書 

 

分担研究課題名：子どもの心の診療実態の把握と連携に関するアンケート調査、心の診療

研修に関する調査、専門医へのインタビュー調査 

 

       研究分担者 小枝 達也 国立成育医療研究センターこころの診療部  

 

研究要旨 

子どもの心の診療実態の把握と連携に関する調査として全国の医療機関へのアンケート

調査、関連学会や団体が実施している子ども心の診療研修に関する調査を行った。 
アンケート調査では、診療対象とする疾患として精神科、小児科ともに不登校が最も多い

こと、精神科医療機関では ICD-10 のＦコードの疾患を満遍に診療対象としていること、小

児科の医療機関では、発達障害や心身症を対象とする医療機関が多いことを把握すること

ができた。これらはカルテ調査により把握された診療の実態と合致していた。 
関連学会や団体が実施する研修の内容では、抽出したキーワードとして発達障害や学校、

ASD の頻度が高いという結果であった。診療実態と研修実態を比較すると、F4（身体表現

性障害、不安障害）が診療実態に比べて研修の割合が少なく、関係機関との連携では、福祉

との連携が診療実態に比べて研修では少ないという結果であった。 
 小児科専門医へのインタビューにより、患者と家族の関係性の指導に苦慮していること、

摂食障害の受け皿が少ないこと、診療報酬の制限によって実質的にボランティアとしての

活動になってしまっていることが語られた。 
 コロナ禍における子どものメンタルヘルス調査を実施し、臨時休校とコロナ禍が子ども

たちのストレスとなっていることが明らかとなった。 
 
研究協力者 

奥野 正景 （三国丘病院 三国丘こころのクリニック） 

西牧 謙吾 （国立障害者リハビリテーション病院） 

小倉 加恵子（国立成育医療研究センター こころの診療部） 

岡田 俊 （国立精神神経医療研究センター精神保健研究所知的・発達障害研究部） 

飯田 順三 （医療法人南風会万葉クリニック子どものこころセンター絆） 

竹原 健二 （国立成育医療研究センター 政策科学研究部） 

加藤 承彦 （国立成育医療研究センター 社会医学研究部） 

青木 藍 （国立成育医療研究センター 政策科学研究部） 

新村 美知 （国立成育医療研究センター 政策科学研究部） 

小河 邦雄 （国立成育医療研究センター 政策科学研究部） 

黒神 経彦 （国立成育医療研究センター こころの診療部） 

半谷 まゆみ（国立成育医療研究センター社会医学研究部） 

森崎 菜穂（国立成育医療研究センター社会医学研究部） 

 

 

A. 研究目的 
児童青年期における精神疾患の診療実態

と研修の実態について、明らかにするとと

もに、専門医へのインタビューにて量的調

査では見えて来ない課題を抽出することを

目的とする。また、新型コロナ流行に伴う子

どものメンタルヘルスの状況を把握する。 
 

B．研究方法 
１．全国医療機関へのアンケート調査 
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調査対象の医療機関は、子どもの心の診

療ネットワーク事業参加自治体（21 自治体）

の拠点施設（29 施設）と日本小児総合医療

施設協議会（JACHRI）加盟施設（36施設）、

全国児童青年精神科医療施設協議会会員施

設（35 施設）とし、各医療機関に協力を依

頼した。 
 
２．関連学会・団体が実施している研修の調

査 
 精神科系、小児科系、心理系の学会や団体

から、学術集会、研修会、セミナー等で配布

した子どもの心の診療に関連する抄録を収

集し、文字データ化をしたうえで、KH 
Coder を用いてテキストマイニングを行い、

キーワードの出現頻度を求めるとともに、

診療実態と比較して、不足している研修内

容を抽出した。 
 
３．小児科専門医へのインタビュー調査 
 日本小児科医会から推薦された小児科専

門医２名に対して、オンラインにてインタ

ビューガイドの沿ったインタビューを実施

した。 
 
４．コロナ禍における子どものメンタルヘ

ルス調査 
 コロナ×子どもアンケートにて、コロナ

禍における子どものメンタルヘルスの状況

を把握する。SNS の Line を使ったアンケ

ート調査として実施した。 
 
C. 研究結果 
１．全国医療機関へのアンケート調査 
診療の対象とする疾患群では、R468 不登

校が 92％ともっとも多く、F7 知的障害、

F8 心理的発達の障害、F9 小児期および青

年期に通常発症する行動およびは情緒の障

害（ICD-10 のコード、以下同様）も 90％
近くの施設で診療されていた。診療所、総合

病院、子ども病院では F2 統合失調症，統合

失調症型障害及び妄想性障害、F3 気分障害

を診療している施設・診療科が 70％未満と

少ない傾向があり、診療所、総合病院では

F5 摂食障害、T74（虐待関連）を診療して

いる施設・診療科が 70％未満と少ない傾向

があった。 
標榜診療科別では、精神科系を標榜して

いる施設・診療科では小児科系と比較し、い

ずれの疾患群も診療している割合が高かっ

た。全疾患群で未就学児は小児科系標榜科

でより高頻度に診療されており、高校生以

上 20 歳未満で精神科系標榜科でより高頻

度に診療されるという傾向が見られた。2年

以上診療を継続するケースが多かったのは、

F2、 F7、F8、F9 であった。 
 
２．関連学会・団体が実施している研修の調

査 
 13 の学会や団体（日本精神神経学会、日

本児童青年精神医学会、日本思春期青年期

精神医学会、日本精神科病院協会、全国児童

青年精神科医療施設協議会、日本児童青年

精神科・診療所連絡協議会、日本小児精神神

経学会、日本小児科学会、日本小児神経学

会、日本小児心身医学会、日本小児科医会、

日本公認心理士協会、日本臨床心理師会）よ

り 201 演題の抄録を収集することができた。  
文字化したデータ数は 1,992,331 であっ

た。このデータからテキストマイニングに

より、子どものこころの診療に関連するキ

ーワードを選定し、その出現頻度を求めた。 
その結果、出現頻度の高い上位 5 つは、

発達障害が 1421、学校が 1201、ASD が

1145、連携が 545、福祉 483 であり、上位

3 つが突出して高かった。これらのキーワ

ードをカテゴリ化して診療実態と比較した

ところ、ICD-10 の F4（身体表現性障害等）

が診療実態では 22.9％であるのに対して、

研修の割合では 7.9％と少なかった。また関

係機関との連携では診療実態では、福祉と

の連携が 45.8％であるのに対して研修の割

合では 24.5％と少ないという結果であった。 
 
３．小児科専門医へのインタビュー調査 
インタビューの内容で 2 名に共通したの

は、養育力の脆弱な家庭への指導や治療に

困難を感じていること、－うち 1 名より、

思春期での家庭内暴力の防止に苦慮してい

ること－が語られた。また摂食障害を引き

受けてくれる医療機関が少ないこと、小児

特定疾患カウンセリング料が 2 年間で終了

となるため、医療として成り立たないこと

も語られた。 
 こうした第一線の医師から語られたキー

ワードは、①養育力の脆弱な家庭への対処
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の困難さ、②摂食障害の受け皿の少なさ、③

診療報酬上の問題であり、量的調査では得

られていない情報であった。児童・思春期の

こころの診療をいっそう進める上で、改善

すべき研修や診療上の改善点として極めて

貴重な情報であると考えられた。 
 
４．コロナ禍における子どものメンタルヘ

ルス調査 
 臨時休校により友人に会えないこと、ス

クリーンタイムが増えたこと、生活面での

ストレスが高じた小児が多かったことなど

が明らかとなった。 
 
D. 考察 
１．全国医療機関へのアンケート調査 
こうした医療施設側から見た診療実態は、

本研究班で実施したカルテ調査結果と一致

しており、患者数に対応した診療体制がと

られているものと考えられた。またカルテ

調査の結果と同様にアンケート調査でも２

年以上診療を継続している割合が高いこと

が明らかとなった。 
 
２．関連学会・団体が実施している研修の調

査 
 子どもの心の診療に関する研修の内容で、

出現頻度が高いキーワードを抽出すること

ができた。また、診療実態との比較で研修の

頻度が少ないと思われる内容を抽出するこ

とができた。こうした情報を関連する学会

や団体に還元することによって診療実態に

合わせた研修が実施されることが期待され

る。 
 
３．小児科専門医へのインタビュー調査 
 コロナ流行に伴う子どもと家族への影響

を考慮する必要はあるが、摂食障害や子ど

もと家族との関係性に苦慮している小児科

専門医の診療の状況が明らかとなった。医

療として継続する際に診療保険上の課題が

あることも明らかとなった。 
 
４．コロナ禍における子どものメンタルヘ

ルス調査 

臨時休校がこどもたちの大きなストレス

になっていること、生活習慣にも影響を及

ぼしていることが明らかになった。また、医

療受診控えが発生していることや、メンタ

ルヘルスの悪い保護者が多いことなども分

かった。 

 
E. 結論 
１．全国医療機関へのアンケート調査 
医療施設へのアンケート調査によって、

医療側の視点から、児童思春期の精神疾患

の実態や医療体制を明らかにすることがで

きた。カルテ調査による診療実態とアンケ

ート調査による診療実態は一致していた。 
 
２．関連学会・団体が実施している研修の調

査 
 診療実態と研修内容との比較から、疾患

としては F4 の研修が少なく、連携としては

福祉との連携に関する研修が少ないことが

示唆された。これらの結果を協力学会や団

体に還元し、今後の研修の参考とする資料

として提供した。 
 
３．小児科専門医へのインタビュー調査 
 摂食障害や子どもと家族との関係性の診

療に苦慮している小児科専門医の診療の状

況が明らかとなった。 
 
４．コロナ禍における子どものメンタルヘ

ルス調査 
 臨時休校とコロナ禍が子どもたちに少な

からずストレスとなっている。 
 
F．健康危険情報 
とくになし 

 
G．研究発表 
1）Frontier Psychiatry, 12, Trajectories 

of healthcare utilization among 

children and adolescents with autism 

spectrum disorder and/or attention-
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厚生労働科学研究補助金（障害者政策総合研究事業） 

 

児童・思春期精神疾患の診療実態把握と連携推進のための研究 

 

令和 2〜4年度 総合分担研究報告書 

 

分担研究課題名：児童・思春期精神疾患の診療の現状と課題 

－精神科領域について－ 

 

       研究分担者 奥野 正景 医療法人サヂカム会 三国丘こころのクリニック  

 

研究要旨 

精神科領域において、事例収集、診療実態に関するカルテ調査、アンケート調査、研修

体制などの調査、専門家へのインタビュー調査などを通して、精神科領域における子ども

のこころの診療の実態と連携について、検討した。多くの施設で発達障害をはじめとした

子どものこころの診療に取り組んでおり、他機関との連携にも取り組まれていた。被虐待

のケースをはじめとし、継続診療を要し、長期の他機関連携が必要なケースが一定数いた。

初診待機待ち、児童相談所等との機関間での役割分担と連携における問題点、専門医の育

成、地域の医療機関の質の担保、身体科との関り、情報提供の仕組み、コメディカルの育

成と配置など様々な課題が明確となった。 

 

研究協力者 

岡田 俊  国立精神神経研究センター精神保健研究所 知的・発達障害研究部 

飯田順三  医療法人南風会万葉クリニック子どものこころセンター絆 

 

 

Ａ．研究目的 

精神科領域において、令和 2 年度に事例

収集、令和 3 年度に診療実態に関するカル

テ調査、アンケート調査、研修体制などの調

査、令和 4 年度に専門家へのインタビュー

調査を行った。これらを通して、精神科領域

における子どものこころの診療の実態を明

らかにし、連携を推進する。 

 

Ｂ．研究方法 

 １．事例収集：精神科領域の研究協力者お

よび児童青年精神医学会の医療経済に関す

る委員会の委員の所属する医療機関におい

て他の機関との連携を行った事例について

取集した。 

 ２．カルテ調査：子どもの心の診療ネット

ワーク事業参加自治体の拠点施設、日本小

児総合医療施設協議会加盟施設、全国児童

青年精神科医療施設協議会会員施設におい

て 2015年 4月に受診した全新規患者につい
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て、5年間にわたり、半年ごとの受診状況に

ついて後ろ向きコホートとしてカルテ情報

から調査した。 

 ３．アンケート調査：日本児童青年精神医

学会、全国児童青年精神科医療施設協議会、

日本児童青年精神科・診療所連絡協議会、日

本小児神経学会、全国肢体不自由児施設運

営協議会、日本小児心身医学会、日本小児科

医会、一般社団法人子どもの心専門医機構

の会員が所属する医療機関について、施設

種類、標榜診療科、各疾患の診療状況、各疾

患群の診療年齢層・患者数・平均 2 年以上

治療継続率、他機関連携に関する指標（連携

実施率、連携先機関）について調査した。 

 ４．研修体制の調査：精神科系の学会や団

体（日本精神神経学会、日本児童青年精神医

学会、日本思春期青年期精神医学会、日本精

神科病院協会、全国児童青年精神科医療施

設協議会、日本児童青年精神科・診療所連絡

協議会、子どものこころ専門医機構）に対

し、構成員などの概要や認定資格とその人

数、「子どものこころの診療」についての考

え、関連する学術集会、研修会、セミナー等

について調査した。  

５．専門家へのインタビュー調査：日本児

童青年精神医学会、日本思春期青年期精神

医学会から推薦された専門家 3 名に対し、

インタビューガイドに基づいてインタビュ

ー調査を行った。 

 

Ｃ．研究結果 

 各項目の詳細は、それぞれの報告部分に

記載しているので割愛する。アンケート調

査から全体像が、カルテ調査から経時的な

かかわりが、事例収集から、医療機関におけ

る連携の実態が、専門家へのインタビュー

において、各機関で実際の臨床がどのよう

なものかが見えてきた。さらに、各団体の研

修体制からそれぞれの団体あるいは構成員

の状況もうかがえた。 

 まずアンケート調査によると、R468 不登

校、F7知的障害、F8心理的発達の障害、F9

小児期および青年期に通常発症する行動お

よび情緒の障害（ICD-10コード、以下同様）

は、精神科、小児科を問わず多くの施設で診

療されていた。F2統合失調症、統合失調症

型障害および妄想性障害、F３気分障害を診

療している施設、診療科は診療所（多くは小

児科）、総合病院、こども病院では少ない。

F5摂食障害、T74（虐待関連）は、診療して

いる施設、診療科は診療所（多くは小児科）、

総合病院では少ない。精神科を標ぼうして

いる医療機関ではいずれの疾患も診療して

いる割合が高かった。特に F2、F3、F4神経

症性障害、ストレス関連障害及び身体表現

性障害、T74では大きな違いが見られた。未

就学児は小児科を標ぼうしている施設で、

高校生以上は精神科を標ぼうしている施設

でより高頻度に診療されていた。F2、F7、F8、

F9 では、2 年以上にわたり診療を継続する

ケースが多かった。また、T74が特に高い割

合で 2 年以上にわたり他機関連携を要して

いた。 

 カルテ調査では、1003例を調査し、その

初診時の平均年齢は 11 歳（±4.4 歳）で、

男女比は 6：4であった。F8、F4、F9の順に

多くこれらで 80％以上を占めた。47％が 2

年以上、27％が 5 年以上治療を継続してい

た。44％が少なくとも 1 回の他機関連携を

実施し、教育機関が 46％と最も多く、福祉

機関が 44％、他の医療機関が 22％であった。 

 事例収集では、精神科においては、小学校
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中学年から中学生年代で、発達障害にかか

わる事例が多く、福祉機関や教育機関との

連携が主となるが、福祉機関の中では虐待

事例における児童相談所との連携が多く、

中には複雑で長期にわたる事例が見られた。

教育機関との連携事例も含め、児の発達障

害や精神疾患だけでなく、家庭や周囲の状

況が病状に関与している事例では、機関間

の連携は、児の治療や支援のために必要不

可欠なものであり、実際に医療機関におい

て、広範に行われている。しかし、その手間

と診療報酬上の評価のなさ、医療機関内で

の多職種の共同の不足、医師への負担の大

きさなど課題が見えた。 

 専門家へのインタビューからは、子ども

のこころの診療に係ることの重要性ととも

に ICD-10の分類ではわからない、診療の現

場の実態と問題点が明らかとなった。専門

機関に患者が集中している状況を改善し、

早期の治療的介入を可能とするには、地域

で対応している医療機関の質や体制の担保

の必要性を感じた。また、関係する各機関の

役割の理解と連携の促進には、医師への研

修、教育だけでなく、子どものこころの問題

に対応のできる公認心理師をはじめとした

コメディカルスタッフの養成と配置に経済

的裏付けが必要である。そのことで、多様な

病態に対して、薬物療法に偏ることなく、心

理・社会的治療、機関間の連携を含めた統合

的な治療介入が行え、さらに、採血検査など

でリスク管理を含めた対応が行える可能性

があった。 

 各団体の研修の調査からは、一般の精神

科医（専門としない）への研修として、日本

精神科病院協会が平成 20 年に行った思春

期精神保健対策専門研修が挙げられていた。

日本精神神経学会においても学会ホームペ

ージによると定期的に小児精神医療研修会

を行っている。より子どものこころの診療

に専門的と考えられる日本児童青年精神医

学会、日本思春期青年期精神医学会、全国児

童青年精神科医療施設協議会、日本児童青

年精神科・診療所連絡協議会の子どものこ

ころの診療に対する記載を見ると、児童期

におこりうる精神疾患を対象とするだけで

なく、虐待、貧困、災害などを含むより広い

病態像、状態像を含み、対象も子どものみで

なく、養育者さらには地域へとその広がり

がある。また、予防的関り、成長、幸せと言

った視点をも含み、医師、看護師、心理士、

作業療法士および、精神保健福祉士などの

医療関係者だけでなく学校教育関係者や福

祉機関関係者などの子どもに関わる多職種

の人間が関与し、福祉、教育、行政と広くか

かわり協働することなど連携についても示

されていた。 

 

Ｄ．考察 

アンケート調査、カルテ調査、事例収集、

専門家へのインタビューと重層的に調査を

行った。その結果共通している部分と、個別

の事例や専門家でないと見えない現状や課

題が浮き彫りとなった。カルテ調査とアン

ケート調査によるといわゆる発達障害と考

えられる F8、F9は小児科、精神科を問わず

多くの施設で診療を行われている。また、不

登校も広く対応が行われている。F2、F3、F4、

T74 については精神科を標ぼうする施設で

対応が多く行われていた。F2、F3、F4、T74

では 2 年を超えての継続診療が多く、5 年

以上継続するケースも一定割合でみられた。

T74 では長期にわたり他機関連携が必要と
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なり、これは、事例収集と重なっており、特

に家庭や周囲の状況が影響しているケース

では他機関連携は不可欠で長期間にわたり、

負担が大きい。また、専門家へのインタビュ

ーでは、受診希望者の多さに対し必要な治

療をよりタイムリーに届けるためにトリア

ージや緊急枠の確保など工夫していた。地

域の医療機関で広く診療を行う必要性とも

に、不適切な医療対応を行う機関の存在、安

易な薬物療法への警鐘が示され、その質の

担保と正確な情報の提供の必要性が提起さ

れた。様々な状況で、小児科をはじめとする

身体科における身体管理、救急での精神病

様状況への対応など医療機関間での連携の

課題も見え、小児科病院や精神科救急など

かかわる領域すべての医師に、この分野に

おける一定の理解と知識が必要と感じた。

また、児童精神科の専門性を獲得するため

の研修施設の不足も指摘されており、その

育成へのさらなる取り組みが望まれた。日

本児童青年精神科・診療所連絡協議会の調

査（2022 年、未発表）によると初診の 70％

以上が 16 歳未満である診療所はそうでな

い診療所に比べて、公認心理師および看護

師の配置が多い傾向にあった。このことは

この領域における多職種連携の必要性を示

しており、関連する看護師、公認心理師をは

じめとするコメディカルの育成も課題であ

る。研修の実態では、専門外の団体において

もこの分野の関心は高く、広く研修が行わ

れていた。専門家を中心とする団体ではよ

り広く、連携や地域保健、教育を含む多職種

連携などをテーマとした研修なども行って

いた。各団体の意見交換会には、心理系の団

体も参加し意見を交換できたことは有意義

であった。 

現状の研修は、発達障害などの一般診療

でよくかかわる疾患が中心となっている。

このことは、これまでの一般小児科医や精

神科医の一定理解には有益だったものと思

われる、その結果として、これらの疾患につ

いては、診療している医療機関は多い。一

方、薬物療法の適切な実施、心理・社会的な

かかわりについては、コメディカルの配置、

多職種の連携、他機関とのかかわり、それぞ

れ役割分担も含めて臨床現場での課題とな

っている。 

そこで今後の研修についての課題として

は、 

１．この分野にかかわる一般の小児科や精

神科医に対して、疾患の診断や治療だけで

なく、家庭環境や成育歴も含めたアセスメ

ントの手段と方法、さらに、多職種共同、

他機関連携を含む心理・社会的な介入につ

いて理解するとともに、自院の機能・役割

の認識（例えば、小児科と精神科、かかり

つけ医と専門医）と適切な時期に適切な専

門家、専門医療機関への紹介について（ト

ランジションやセカンドオピニオンを含

む）などの研修。 

 

２．専門家に対しては、専門の学会の研修

においては、様々な内容を網羅しているよ

うであった。これらを、学会期間中や学会

員に限定することなく利用できるような

機会の提供が望まれる。同時に専門家を育

成するための、実地研修を行うための機関

を地域に広げる工夫が必要である。診療実

態を見れば、これは必ずしもすべてを入院

施設のある機関で行う必要はなく、地域で

その関係機関との連携を含めて研修でき

るような体制と、研修を受け入れるような
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機関への評価をすべきと考えられた。 

 

３．専門的な医療機関だけでなく、地域にお

ける一般の医療機関、かかりつけ医だけで

なく身体科の病院も含めた施設で働く医師、

看護師、公認心理師をはじめとするコメデ

ィカルスタッフに対しても、疾患や、その対

応、介入方法だけでなく、他機関連携の実

情、それぞれの機関の役割と機能、状況につ

いて、理解してもらうと同時に関連する福

祉、教育などの機関の管理者・スタッフに対

しても、専門家あるいは専門医療機関の役

割と機能、さらに現状、その限界について知

ってもらうような研修が必要である 

 

最後に、専門的に診療を行なっている医

療機関においては、看護師、公認心理師など

のコメディカルスタッフを配置し、他機関

との連携にも取り組んでいるが、精神科医

療においては、診療報酬上の評価は医師が

関わる通院精神療法のみと言っても過言で

はない、多職種の配置や他機関の連携を行

えば行うほど医師の業務を増やさないと経

営上成り立たない構造になっている。この

年齢層の通院精神療法に要する時間は成人

に比べて長くなっており、子どもの診療に

おける加算は限定され、要件が厳しく、不十

分で、評価が時間に比例していないため、取

り組めば取り組むほど、患者の集中という

要因も加わり、医師の負担が増加する等状

況がある事を指摘したい。 

 

Ｅ．結論 

 多くの施設で発達障害をはじめとした子

どものこころの診療に取り組んでおり、他

機関との連携も行われていた。特に非虐待

のケースをはじめとし、継続診療を要し、長

期の他機関連携が必要なケースが一定数い

た。専門の医療機関では初診待機待ちの多

さとそれに対する工夫がみられた。児童相

談所をはじめとした機関間での役割分担の

在り方、地域での専門医の育成機関の不足、

地域の医療機関の診療内容の質の担保、正

確な情報提供の仕組み、公認心理師を始め

としたコメディカルの育成と配置、これら

に対する研修の在り方、診療報酬上の評価

など様々な課題が明確となった。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし 

 

Ｇ．研究発表 

1.  論文発表 

 なし 

2.  学会発表 

 奥野正景：日本発達障害学会 第 56回研

究大会 学会企画シンポジウム 地域の発

達障害支援における多職種連携シリーズ第

4弾「多職種連携支援の観点から今後の成育

医療の役割を問う－医療機関側から見た課

題－」 2021.10.30 WEB 

桑村久実, 奥野正景, 岩橋多加寿：日本

小児心身医学会 思春期の児童精神科診療

所受診者の背景 不登校群と登校群の比較

から 2021.9.25  WEB 

岩橋多加寿、奥野正景、桒村 久実、岡田 

恵里、村嶋隼人：第 62回日本児童青年精神

医学会総会 児童精神科外来における TF-

CBT （トラウマフォーカスト認知行動療法）

2021.11.13  WEB 

 奥野正景他：第 63回日本児童青年精神医

学会総会 日本児童青年精神医学会 医療
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経済に関する委員会による子どもの心の診

療実態アンケート調査の報告 2021.11.11 

村嶋隼人 岡田恵里 岩橋多加寿 奥野

正景：第 63回日本児童青年精神医学会総会 

日本児童青年精神医学会 ペアレントトレ

ーニングのプログラム内容が母親に与える

効果・影響について～家族の自信度アンケ

ートの前後比較から～ 2021.11.12 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 

 なし 

 2. 実用新案登録 

 なし 

 3.その他 

奥野正景：特集：with コロナの高校教育 

新型コロナ 高校生とメンタルヘルス 月

刊高校教育 学事出版 2020.10 

講演 

 奥野正景 第 4 章 学校で問題になる発

達障害のある子のメンタルヘルスの支援—

スマホ，ゲーム依存や睡眠の問題，不登校な

ど 発達障害のある子のメンタルヘルスケ

ア: これからの包括的支援に必要なこと 

(ハンディシリーズ発達障害支援・特別支援

教育ナビ) – 神尾陽子 (著, 編集), 柘植

雅義 (監修) 金子書房 2021.8.16 

奥野正景 国立精神神経センター 発達

障害者支援者研修 講師「かかりつけ医の

役割と移行期医療（トランジション）」 

2021.3.24 

奥野正景 令和 4 年度広島県発達障害児

（者）診療医養成研修会 移行期医療（トラ

ンジッション）をめぐる課題 2022.10.30  

奥野正景 令和 4 年度広島県発達障害児

（者）診療医養成研修会 発達障害におけ

るかかりつけ医の果たす役割 2022.10.30  

 

奥野正景 朝日小学生新聞 コメント 

2020.4.10 

奥野正景 NHK ひるまえホット 出演 

「新型コロナみんなの“困った”に答えます

～子どもの心のケア〜」 2020.4.15 

奥野正景 朝日新聞 コメント 2021.2.９ 
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厚生労働科学研究補助金（障害者政策総合研究事業）

児童・思春期精神疾患の診療実態把握と連携推進のための研究

令和 2-4年度総合分担研究報告書

分担研究課題名：小児科領域における子どもの心の診療の診療実態のための調査研究

研究分担者小倉加恵子 国立成育医療センターこころの診療部

研究要旨

目的と方法：小児科領域の子どもの心の診療の実態と課題を明らかにすること目的として、

小児科・小児神経科の医師および小児科領域の専門学会・団体を対象として、①多機関連

携モデル事案のアンケート調査、②子どもの心の診療医の養成状況のアンケート調査、③

診療対象及び連携状況に関する現状と課題に関するインタビュー調査を実施した。

結果：診療対象としては発達障害、知的障害、愛着障害を主とし、発達が気になる状態から

心身症や摂食障害など精神疾患まで幅広く、本人・家族を中心とした (Family Centered 

Service, Patient and Family Centered Care)一次・ニ次医療を提供していた。多機関

連携を通じて発達支援や家族支援を効果的に実施していた一方で、精神科医療機関との連

携には資源不足などの困難さがあった。診療医養成については専門性の資格基準の明確化

が進められていたが、各学会・専門団体が独自に進めていることで一定の偏りが懸念され

た。

考察：課題として、小児科医の精神科疾患に関する基礎的な知識・技術を習得、精神科領域

との役割分担と医療連携、診療報酬の見直しなどについてシステム整備が必要と考えられ

た。小児科領域と精神科領域との診療および人材育成の協力体制を深めることは、裾野の

広い重層的な子どもの心の診療体制整備につながると考えられた。

研究協力者

秋山千枝子 あきやま子どもクリニック

竹原健二 国立成育医療研究センター政策科学研究部

A. 研究目的

児童・思春期における精神疾患は、発達

障害、心身症、気分障害、適応障害、被虐

待など多岐にわたっており、子どもの心の

諸問題と称されることが多い。近年、こと

にコロナ禍を通じてさらに増加傾向にある

23 

被虐待、不登校、 10代の自殺率など諸課題

と関連して子どもの心の診療は喫緊の課題

であるが、診療体制は未だ十分に整ってい

ないとの指摘がある。

そこで、本分担研究では小児科領域の子

どもの心の診療の実態と課題を明らかにす



ることを目的として 3つの調査を実施し

た。 1年目は、子どもの心の診療状況と多

機関連携のモデル事案をまとめることを目

的として、小児科・小児神経科を対象にし

たアンケート調査を実施した。 2年目は、

子どもの心の診療医の養成状況を明らかに

することを目的として小児科領域における

専門学会・団体による専門性の認定状況及

び研修実施状況について調査した。 3年目

は、臨床の現場で重要だと考えられる潜在

課題の抽出をおこなうことを目的として、

子どもの心の診療現場の最前線にいる小児

科医師を対象としたインタビュー調査を実

施した。

B. 研究方法

1年目の研究では、全国の診療所・病院

に勤務する小児科・小児神経科の専門医

12名に連携事案の調査を行い、事案を集

積、分析した。 2年目は、日本小児科学

会、日本小児科医会、日本小児神経学会、

日本小児心身医学会、日本小児精神神経学

会、一般社団法人子どもの心専門医機構を

対象として、子どもの心の診療の捉え方と

研修実施状況に関する質間紙調査を実施し

た。 3年目は、日本小児科学会および日本

小児神経学会から推薦された 3名の意思を

対象として、半構造化質問票を用いたイン

タビュー調査を実施した。

（倫理面への配慮）

本研究の実施にあたっては関連する指

針や法を遵守し、個人情報の保護及び研究

対象者の人権擁護に対して十分な配慮を行

った。また、データの漏洩などを防ぐた

め、厳重なセキュリティを設けてデータの
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保管を行った。 3年目のインタビュー調査

は国立成育医療研究センターの倫理委員会

の承認を得て実施した。本研究に企業との

利益相反はない。

C. 研究結果

連携に関するアンケート調査では、子ど

もの心の診療において全ケースに連携が行

われており、多機関連携により子どもの発

達支援や家族支援に様々な効果があること

が示された。小児科領域における多機関連

携のモデルとして、 2施設以上との連携は

①同時一括型連携、②同時多発型連携、③

継時・変容型連携の 3型に分けられた。

研修に関する調査では、 2005年度と

2021年度との比較可能な全ての専門団体

において構成員数の増加が認められ、資格

基準が明確になっていた。子どもの心の診

療の範疇の捉え方については、 2005年度

は一部の児童思春期精神疾患を対象として

いたが、 2021年度には心の発達から児童

思春期精神疾患まで幅広く対象としてい

た。また、本人の診療だけでなく、家族支

援、母子保健・児童福祉領域や保育・教育

など他領域との連携もこころの診療の一部

としている点が特徴であった。診療医育成

については、各専門団体が独自に研修プロ

グラムを作成しているため、それぞれがカ

バーする領域に一定の偏りが生じている可

能性があった。

インタビュー調査では、小児科領域にお

ける子どもの心の診療の特徴として、一次

から二次までの医療提供の役割があること

や、心理社会的課題に対する本人・家族を

中心としたアプローチ「小児科医療におけ

る患者と家族を中心としたケア (Patient



and Family Centered Care)」をおこな

い、関連する専門機関・施設と連携体制を

構築しながら診療を実践していた。診療医

の精神疾患に対する診療技術の向上、精神

科領域との役割分担と連携が課題としてあ

げられた。また、小児特定疾患カウンセリ

ング料を算定しているが 2年で打ち切られ

るなど一定の制限があることや、コメディ

カルに対して診療報酬上の評価が十分では

ないことなど経営上の間題についても指摘

があった。

D. 考察

子どもの心の診療について小児科医療機

関が中心となり連携することで子どもの生

命を守り、子どもの発達特性や家族の疾病

に適切な介入ができるなど利点があると考

えられた。一方で、診療や連携状況に応じ

た診療報酬の評価が十分でないことが、小

児科領域における子どもの心の診療の裾野

を広げるうえでのボトルネックになってい

る可能性が考えられた。

小児科領域では、子どもの心の診療対象

は発達が気になる状態から精神疾患まで幅

広く捉え、診療行為については本人の治療

に加えて、家族支援や関連領域との連携を

含めて捉えていた。一次医療から二次医療

を提供する一方で、専門性やシステム上の

制限から三次医療については精神科医療機

関との連携が不可欠であるが、資源不足か

ら困難さがあった。診療において小児科領

域と精神科領域とが役割分担をすることで

資源を有効活用し、重層的な診療体制を築

くことが可能になると考えられた。

子どもの心の診療医の義成として、それ

ぞれの専門学会・団体において 10年以上
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取組が進められてきており、専門性の認定

基準を明確化するなど一定の質の担保が図

られていた。学会・団体や領域をまたいで

研修事業を共有することは行われておら

ず、知識・技術の向上や連携推進のうえで

も研修情報の共有や研修の共同開催などに

ついて今後進めていくことが望ましいと考

えられた。

E. 結論

小児科領域における子どもの心の診療の特

徴として、日常小児科診療を通じた「気づき」

の場としての役割や診療対象としては発達

障害、知的障害、愛着障害を主とし、発達が

気になる状態から心身症や摂食障害など精

神疾患まで幅広く、本人・家族を中心とした

(Family Centered Service, Patient and 

F ami 1 y Centered Care)一次・ニ次医療を

提供していた。多機関連携を通じて発達支

援や家族支援を効果的に実施していた一方

で、精神科医療機関との連携には資源不足

などの困難さがあった。

また、診療医の養成については、専門性の

資格基準の明確化が進められていたが、各

学会・専門団体が独自に研修プログラムを

作成していることによる一定の偏りが生じ

ている可能性があった。

小児科領域における子どもの心の診療を推

進していくうえで、精神科領域との役割分

担と連携、診療報酬の見直しなどのシステ

ム幣備が必要と考えられた。また、人材育成

として、精神科疾患に関する基礎的な知識・

技術を習得するための研修や、精神科領域

との共同研修などを検討していくことで、

子どもの心の診療全体の充実化、質の向上

につながり、裾野の広い重層的な子どもの



心の診療体制を整備していくことにもなる

と考えられた。

F. 健康危険情報

なし

G. 研究発表
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